
我が国における２０１７年の保障措置活動の実施結果及び 

国際原子力機関(ＩＡＥＡ)による「２０１７年版保障措置声明」の公表について 

平成 ３０年 ７月３日 

原 子 力 規 制 庁 

１．我が国における２０１７年の保障措置活動の実施結果について 

○我が国は核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）に加盟し、同条約の下、ＩＡＥＡとの間で締結した保障措置協定、及

び同協定の追加議定書に基づき、ＩＡＥＡ保障措置を適用する義務を負っている。また、１４の国及び２つ

の国際機関との間で締結している二国間原子力協力協定等に基づく核物質の管理等を行う義務を有し

ている。

○原子力規制委員会は、これらの協定等に規定される国際約束を実施するため、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（以下、「原子炉等規制法」という。）に基づき、保障措置検査等の実

施を含む国際規制物資の使用に関する規制を行っている。我が国が２０１７年中に行った保障措置活動

の概況は以下のとおり。

国際規制物資の計量管理、その報告及び申告並びに原子力規制委員会による保障措置検査等の実

施 

・ ２,０８９の国際規制物資使用者等は、保有する国際規制物資の計量管理を行い、原子力規制委員会

に対して４,６３０件の計量管理に関する報告を提出した。原子力規制委員会はその報告を取りまとめ、

外務省を通じてＩＡＥＡに対して申告を行った。ＩＡＥＡは当該申告を基に原子力規制委員会等の立ち

会いの下に査察等を実施した。原子力規制委員会等は、当該立ち会いも含め、１,８４３人・日の保障

措置検査等を実施した。（保障措置活動に関する詳細なデータについては別紙１を参照。申告され

た核燃料物質量については別紙２を参照。）

・ 東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所については、１～３号機以外にある全て

の核物質について通常の軽水炉と同等の検認活動が行われた。一方、高放射線の影響等により通

常の保障措置活動の実施が困難な１～３号機に対しては、光学カメラと放射線モニターから成る常

時監視システムによる監視や、同発電所サイト内のみに適用される追加的検認活動により、核物質

の持ち出しがないことが確認された。３号機については、使用済燃料プールからの燃料取り出しに

向けたドーム型カバー、燃料取扱機及びクレーンの設置作業の進捗に伴い、２０１７年に、燃料取扱

機やクレーンの試験運転期間中に未申告の核物質の持ち出しがないことを監視するためのカメラを

使用済燃料プール近傍に設置する検討を行い、２０１８年１月に設置を完了した。また、ＩＡＥＡとの間

で、１～３号機の溶融燃料の取り出しに向けた国内の検討状況について情報を共有するとともに、

同取出作業に関する保障措置上の対応等の検討・協議の実施について合意した。

保障措置検査で試料採取した核燃料物質の分析 

・ 原子炉等規制法に基づく指定保障措置検査等実施機関は保障措置検査において事業者から２０３

の試料を採取し、当該試料の核燃料物質の濃度、同位体組成比等を分析し、その結果をＩＡＥＡとの

間で比較し、分析結果に有意な差異がないことを確認した。

第２２回原子力委員会 

資料第２号 

- 1 -



 保障措置分析技術の維持・高度化 

・ ＩＡＥＡのネットワーク分析所として認定を受けている国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（Ｊ

ＡＥＡ）の高度環境分析研究棟（ＣＬＥＡＲ）において、国外試料４８件を分析した。ＪＡＥＡはこれらの結

果をＩＡＥＡに提供するとともに、我が国の環境試料分析手法の開発及び高度化に取り組んだ。 

○２０１７年中に原子力規制委員会が実施した保障措置検査等により、国際規制物資使用者等による国際

規制物資の計量及び管理が適切に行われていることを確認した。 

 

２．ＩＡＥＡによる「２０１７年版保障措置声明」の公表について 

○ＩＡＥＡは、各国と締結する保障措置協定及び同協定の追加議定書に基づき、これらの国の核物質が核兵

器やその他の核爆発装置に転用されていないことを確認する目的で保障措置活動を行っている。 

○ＩＡＥＡは保障措置活動として、締約国が申告する核物質の計量情報や原子力関連活動に関する情報に

ついて、査察等により、申告された核物質の平和的利用からの転用や未申告の核物質又は活動が無い

かを確認し、その評価結果をとりまとめている。 

○この一環として、ＩＡＥＡは、毎年、前年に行った保障措置活動について評価結果をとりまとめた「保障措

置声明」を公表している。２０１７年版については、平成３０年６月に公表された。 

○この保障措置声明は、ＩＡＥＡが加盟国と締結する保障措置協定の種類に応じとりまとめられており、我が

国は、核兵器不拡散条約上の非核兵器国が締結する保障措置協定（包括的保障措置協定）とともに追加

議定書が発効している国の一つとして以下の通り評価された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○なお、我が国はＩＡＥＡより、初めて拡大結論が導出された２００３年以降連続して、我が国にあるすべて

の核物質が平和的活動にとどまっているとの評価を得ている。 

 

ＩＡＥＡの「２０１７年版保障措置声明 (Safeguards Statement for ２０１７)」のURL： 
https://www.iaea.org/sites/default/files/18/06/statement-sir-2017.pdf 
 

※保障措置声明の概要は、参考１を参照。 

ＩＡＥＡは、包括的保障措置協定及び追加議定書が発効している１２７の国のうち、７０の国につ

いて、 

・申告された核物質について平和的な原子力活動からの転用の兆候が見られない 

・未申告の核物質又は活動の兆候が見られない 

ことを根拠として、すべての核物質が平和的活動にとどまっている（拡大結論）と評価した。 
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0
)

2
 (

2
)

2
 (

2
)

-
 (

-
)

-
 (

-
)

-
 (

-
)

-
 (

-
)

4
2
 (

4
2
)

3
6
 (

3
6
)

3
 (

3
)

3
 (

3
)

8
 (

8
)

2
2
 (

2
3
)

6
2
 (

6
4
)

1
3
9
 (

1
3
6
)

5
2
 (

6
2
)

8
6
 (

8
3
)

7
0
 (

6
7
)

8
 (

1
6
)

1
5
 (

8
)

1
8
 (

2
5
)

7
5
 (

7
6
)

8
9
 (

9
6
)

2
2
 (

2
4
)

4
5
 (

4
5
)

8
 (

8
)

2
2
 (

2
3
)

6
2
 (

6
4
)

-
 (

-
)

-
 (

-
)

-
 (

-
)

9
 (

9
)

1
1
 (

1
1
)

0
 (

3
)

4
6
 (

6
7
)

8
3
 (

1
3
5
)

5
2
 (

7
0
)

1
0
1
 (

1
6
3
)

1
3
 (

1
7
)

1
,6

9
6
 (

1
,8

4
3
)

1
 (

0
)

4
6
 (

6
7
)

4
7
 (

6
7
)

1
 (

0
)

別
紙

１

- 3 -- 3 -



我
が

国
の

核
燃

料
物

質
量

一
覧

①
主

要
な

核
燃

料
物

質
移

動
量

（2
01

7
年

）

輸
入

移
動

な
し

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設

ウ
ラ

ン
再

転
換

成
型

加
工

施
設

ウ
ラ

ン
濃

縮
施

設

再
処

理
施

設

実
用

発
電

炉

高
速

増
殖

炉
新

型
転

換
炉

試
験

研
究

炉

製
錬

転
換

施
設

E
U

89
t

(1
9
2
体

)

移
動

な
し

移
動

な
し

注
１

高
速

増
殖

炉
、

新
型

転
換

炉
は

も
ん

じ
ゅ

、
ふ

げ
ん

、
常

陽
及

び
こ

れ
ら

の
施

設
に

附
帯

す
る

使
用

施
設

注
２

M
O

X
燃

料
加

工
施

設
は

国
立

研
究

開
発

法
人

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

工
学

研
究

所
の

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

技
術

開
発

セ
ン

タ
ー

の
施

設
及

び
環

境
技

術
開

発
セ

ン
タ

ー
の

研
究

開
発

施
設

輸
出

(輸
出

国
別

内
訳

)

別
紙

２

移
動

な
し

図
中

の
施

設
区

分
は

原
子

炉
等

規
制

法
及

び
そ

の
関

係
法

令
に

基
づ

く
規

制
区

分
で

は
な

く
、

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
の

段
階

毎
に

分
類

。
施

設
区

分
に

は
、

そ
れ

ら
の

施
設

に
附

帯
す

る
施

設
も

含
ま

れ
る

。
な

お
、

施
設

区
分

の
在

庫
量

に
つ

い
て

は
、

2
01

7
年

1
2月

31
日

現
在

の
元

素
重

量
を

記
載

。
P

u
は

1
kg

以
上

、
そ

の
他

の
元

素
は

1t
以

上
の

元
素

重
量

を
対

象
に

記
載

。

P
u
  

4
9
kg

N
U

：
天

然
ウ

ラ
ン

D
U

：
劣

化
ウ

ラ
ン

T
h
：

ト
リ

ウ
ム

E
U

：
濃

縮
ウ

ラ
ン

P
u
：

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

(
)：

燃
料

単
位

体
数

米

E
U

2
0
t

(輸
入

国
別

内
訳

)

輸
入

仏

D
U

6
t

P
u

7
0
3
kg

(輸
入

国
別

内
訳

)

N
U

4
1
t

D
U

5
9
t

T
h

4
t

E
U

3
5
t

P
u

1
5
8
kg

D
U

1
0
5
t

E
U

8
t

P
u

5
,0

4
6
kg

N
U

2
0
t

D
U

1
9
t

E
U

2
5
t

P
u

3
,8

5
7
kg

N
U

7
2
t

D
U

0
t

E
U

1
2
t

N
U

3
8
0
t

D
U

1
1
,8

0
1
t

E
U

2
2
3
t

N
U

9
0
t

D
U

5
4
t

E
U

1
,3

0
8
t

N
U

4
3
1
t

D
U

3
,2

2
9
t

E
U

1
7
,1

7
0
t

P
u

1
3
9
,5

6
2
kg

N
U

D
U

E
U

P
u

2
5
9
7

3
,4

7
2

3
0
,7

2
8t t t kg

移
動

な
し

米
仏

英
加

独
合

計

N
U

-
-

-
8
t

-
8
t

D
U

-
0
t

-
-

-
0
t

E
U

4
2
t

4
1
t

4
3
t

-
1
1
t

1
3
6
t

(1
6
体

)
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②
原

子
炉

等
規

制
法

上
の

規
制

区
分

別
の

核
燃

料
物

質
の

在
庫

量
2
0
1
7
年

1
2
月

3
1
日

現
在

( 
 )

内
は

2
0
1
6
年

1
2
月

3
1
日

現
在

天
然

ウ
ラ

ン
劣

化
ウ

ラ
ン

ト
リ
ウ

ム
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

（
t）

　
（
ｔ）

　
（
ｔ）

　
Ｕ

（
ｔ）

Ｕ
-
2
3
5
（
ｔ）

（
kg

）
　

製
錬

-
-

-
-

-
-

加
工

4
7
0

1
1
,8

5
2

0
1
,5

3
1

6
2

-

(5
5
6
)

(1
1
,7

6
8
)

(0
)

(1
,4

9
5
)

(6
0
)

(-
)

試
験

研
究

用
等

3
1

6
3

0
3
4

2
1
,8

4
2

原
子

炉
(3

1
)

(6
3
)

(0
)

(3
4
)

(2
)

(1
,8

4
2
)

実
用

発
電

用
4
3
0

3
,2

2
8

-
1
7
,1

7
0

3
7
2

1
3
9
,5

6
2

原
子

炉
(4

3
0
)

(3
,2

2
2
)

(-
)

(1
7
,0

8
2
)

(3
6
9
)

(1
3
8
,6

0
9
)

研
究

開
発

段
階

-
9
5

-
3

0
3
,3

2
3

発
電

用
原

子
炉

(-
)

(9
5
)

(-
)

(3
)

(0
)

(3
,3

2
3
)

貯
蔵

-
-

-
-

-
-

再
処

理
2

5
9
7

0
3
,4

7
2

3
3

3
0
,7

2
8

(2
)

(5
9
7
)

(0
)

(3
,4

7
2
)

(3
3
)

(3
0
,7

8
5
)

廃
棄

-
-

-
-

-
-

使
用

1
2
2

2
3
9

5
4
8

1
3
,9

3
8

(1
2
2
)

(2
3
9
)

(4
)

(4
9
)

(1
)

(3
,8

8
9
)

原
子

力
利

用
0

0
0

国
際

規
制

物
資

使
用

者
(0

)
(0

)
(0

)

非
原

子
力

利
用

0
0

0

国
際

規
制

物
資

使
用

者
(0

)
(0

)
(0

)

1
,0

5
5

1
6
,0

7
5

5
2
2
,2

5
8

4
7
0

1
7
9
,3

9
3

(1
,1

4
2
)

(1
5
,9

8
4
)

(5
)

(2
2
,1

3
5
)

(4
6
5
)

(1
7
8
,4

4
8
)

　
 ・

  
表

中
の

「
－

」
に

つ
い

て
は

在
庫

を
保

有
し

て
い

な
い

こ
と

を
表

し
、

「
0
」
に

つ
い

て
は

0
.5

未
満

の
在

庫
を

保
有

し
て

い
る

こ
と

を
表

す
。

注
1
  

原
子

力
基

本
法

及
び

核
燃

料
物

質
、

核
原

料
物

質
、

原
子

炉
及

び
放

射
線

の
定

義
に

関
す

る
政

令
の

規
定

に
基

づ
い

て
い

る
。

物
理

的
、

化
学

的
な

状
態

に
よ

ら
ず

区
分

毎
の

合
計

量
を

記
載

。

注
2
  
原

子
炉

等
規

制
法

に
基

づ
き

国
際

規
制

物
資

を
使

用
し

て
い

る
者

の
区

分
。

製
錬

事
業

者
（
第

3
条

第
1
項

）
、

加
工

事
業

者
（
第

1
3
条

第
1
項

）
、

試
験

研
究

用
等

原
子

炉
設

置
者

(第
2
3
条

第
1

注
2
  
項

）
、

発
電

用
原

子
炉

設
置

者
（
第

4
3
条

の
3
の

5
第

1
項

）
、

使
用

済
燃

料
貯

蔵
事

業
者

（
第

4
3
条

の
4
第

1
項

）
、

再
処

理
事

業
者

（
第

4
4
条

第
1
項

）
、

廃
棄

事
業

者
（
第

5
1
条

の
2
第

1
項

）
、

核
燃

注
2
  

料
物

質
の

使
用

者
（
第

5
2
条

第
1
項

）
、

国
際

規
制

物
資

使
用

者
（
第

6
1
条

の
3
第

1
項

）
に

区
分

さ
れ

、
そ

の
う
ち

、
発

電
用

原
子

炉
設

置
者

は
実

用
発

電
用

原
子

炉
設

置
者

と
研

究
開

発
段

階
発

注
2
  
電

用
原

子
炉

設
置

者
に

、
国

際
規

制
物

資
使

用
者

は
原

子
力

利
用

国
際

規
制

物
資

使
用

者
と

非
原

子
力

利
用

国
際

規
制

物
資

使
用

者
に

分
類

さ
れ

る
。

注
3
  
四

捨
五

入
の

関
係

に
よ

り
、

合
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

合
　

　
計

注
3

　
　

　
　

  
  

  
  

  
 核

燃
料

物
質

の
区

分
注

１

　 原
子

炉
等

規
制

法
上

の
規

制
区

分
注

2

濃
縮

ウ
ラ

ン
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③
二

国
間

原
子

力
協

力
協

定
等

に
基

づ
く
国

籍
区

分
別

の
核

燃
料

物
質

の
在

庫
量

2
0
1
7
年

1
2
月

3
1
日

現
在

( 
 )

内
は

2
0
1
6
年

1
2
月

3
1
日

現
在

Ｕ
（
ｔ）

Ｕ
-
２

３
５

（
ｔ）

9
6

3
,6

9
2

1
1
6
,0

4
7

3
2
8

1
2
9
,2

2
3

(9
3
)

(3
,6

9
2
)

(1
)

(1
6
,0

0
5
)

(3
2
7
)

(1
2
8
,3

0
6
)

1
3

4
4
7

0
2
,3

1
7

4
9

1
8
,6

4
2

(1
3
)

(4
4
7
)

(0
)

(2
,2

7
5
)

(4
7
)

(1
8
,6

4
8
)

3
6

6
,5

0
5

0
6
,0

2
0

1
0
3

5
7
,3

4
0

(5
4
)

(6
,4

8
2
)

(0
)

(5
,9

7
3
)

(1
0
0
)

(5
6
,6

6
0
)

7
1
2

5
,2

4
7

0
5
,6

7
2

1
0
6

5
2
,2

7
7

(7
8
0
)

(5
,1

7
9
)

(0
)

(5
,6

4
3
)

(1
0
5
)

(5
1
,3

4
4
)

2
2

1
,0

2
8

-
4
,0

0
7

8
6

2
9
,5

4
0

(2
5
)

(1
,0

2
5
)

(-
)

(3
,9

9
7
)

(8
6
)

(2
9
,5

5
9
)

2
7

2
5
3

-
2
7
8

7
2
,0

4
6

(2
7
)

(2
5
3
)

(-
)

(2
7
8
)

(7
)

(2
,0

4
6
)

4
9

6
,5

0
6

0
8
,0

3
9

1
8
4

1
9
,3

7
6

(6
7
)

(6
,4

8
4
)

(0
)

(7
,9

1
8
)

(1
7
8
)

(1
8
,6

8
6
)

-
-

-
3
7

1
-

(-
)

(-
)

(-
)

(2
3
)

(1
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

-
-

-
6
7

3
-

(-
)

(-
)

(-
)

(6
7
)

(3
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

-
-

-
-

-
-

1
2

-
0

0
1

(1
)

(2
)

(-
)

(0
)

(0
)

(1
)

1
9
3

2
,0

5
1

4
3
6
1

9
3
,7

8
2

(1
9
3
)

(2
,0

5
4
)

(4
)

(3
7
2
)

(1
0
)

(3
,7

6
7
)

  
  
・
  
表

中
「
－

」
に

つ
い

て
は

在
庫

を
保

有
し

て
い

な
い

こ
と

を
表

し
、

「
0
」
に

つ
い

て
は

0
.5

未
満

の
在

庫
を

保
有

し
て

い
る

こ
と

を
表

す
。

注
１

  
原

子
力

基
本

法
及

び
核

燃
料

物
質

、
核

原
料

物
質

、
原

子
炉

及
び

放
射

線
の

定
義

に
関

す
る

政
令

の
規

定
に

基
づ

い
て

い
る

。
物

理
的

・
化

学
的

形
状

に
よ

ら
ず

区
分

毎
の

合
計

量
を

記
載

。

注
２

　
原

子
力

の
平

和
的

利
用

に
お

け
る

協
力

の
た

め
の

日
本

国
政

府
と

イ
ン

ド
共

和
国

政
府

と
の

間
の

協
定

は
2
0
1
7
年

7
月

2
1
日

に
発

効
。

イ
ン

ド
注

２

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

　
　

　
　

　
　

（
kg

）
劣

化
ウ

ラ
ン

　
　

　
　

　
（
ｔ）

濃
縮

ウ
ラ

ン

ト
ル

コ

U
A

E

ト
リ

ウ
ム

　
　

　
（
ｔ）

韓
国

  
  
・
  
二

国
間

原
子

力
協

定
及

び
IA

E
A

ウ
ラ

ン
供

給
協

定
の

対
象

と
な

る
核

燃
料

物
質

の
量

を
締

約
国

毎
に

記
載

。
な

お
、

複
数

の
協

定
の

対
象

と
な

る
核

燃
料

物
質

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
供

給
当

事
国

区
分

に
重

複
し

て
計

上
。

 　
　

  
  

  
  

  
  

核
燃

料
物

質
の

区
分

注
１

　 　 国
籍

の
区

分

ユ
ー

ラ
ト

ム

カ
ザ

フ
ス

タ
ン

天
然

ウ
ラ

ン
　

　
　

　
（
t）

ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ベ
ト

ナ
ム

ヨ
ル

ダ
ン

フ
ラ

ン
ス

カ
ナ

ダ

ロ
シ

ア

オ
ー

ス
ト

ラ
リ
ア

中
国

IA
E
A

そ
の

他
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参

考
１

 
 

２
０

１
７

年
保

障
措

置
声

明
に

お
け

る
保

障
措

置
協

定
の

種
類

に
応

じ
た

評
価

結
果

（概
要

） 
 

保
障

措
置

協
定

の
種

類
 

国
数

 
評

価
結

果
 

核
兵

器
不

拡
散

条
約

締
約

国
 

１
９

０
注

１
 

－
 

 
保

障
措

置
協

定
非

締
約

国
 

１
２

 
い

か
な

る
保

障
措

置
結

論
も

導
出

で
き

ず
。

 
保

障
措

置
協

定
適

用
対

象
国

 
１

８
１

注
１

，
注

２
 

－
 

 
IN

FC
IR

C／
15

3型
保

障
措

置
協

定
 

（包
括

的
保

障
措

置
協

定
） 

＋
 

追
加
議
定
書
（

A
dd

iti
on

al 
Pr

ot
oc

ol
）

 
１

２
７

注
２
 

７
０

注
２
 

・ 
申

告
さ

れ
た

核
物

質
に

つ
い

て
平

和
的

な
原

子
力

活
動

か
ら

の
転

用
の

兆
候

は
見

ら
れ

な
い

。
 

・ 
未

申
告

の
核

物
質

又
は

活
動

の
兆

候
も

見
ら

れ
な

い
。

 
⇒

 
す

べ
て

の
核

物
質

が
平

和
的

活
動

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

（拡
大

結
論

）。
 

５
７

 

・ 
申

告
さ

れ
た

核
物

質
に

つ
い

て
平

和
的

な
原

子
力

活
動

か
ら

の
転

用
の

兆
候

は
見

ら
れ

な
い

。
 

・ 
未

申
告

の
核

物
質

又
は

活
動

が
な

い
こ

と
に

関
す

る
評

価
は

続
行

中
。

 
⇒

 
申

告
さ

れ
た

核
物

質
は

平
和

的
活

動
に

と
ど

ま
っ

て
い

る
。

 
IN

FC
IR

C／
15

3型
保

障
措

置
協

定
 

（包
括

的
保

障
措

置
協

定
） 

４
６

 
・ 

申
告

さ
れ

た
核

物
質

に
つ

い
て

平
和

的
な

原
子

力
活

動
か

ら
の

転
用

の
兆

候
は

見
ら

れ
な

い
。

注
３
 

⇒
 

申
告

さ
れ

た
核

物
質

は
平

和
的

活
動

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

。
 

自
発

的
協

定
（V

ol
un

ta
ry

 O
ffe

r 
A

gr
ee

m
en

t）
 

５
 

・ 
保

障
措

置
が

適
用

さ
れ

て
い

る
核

物
質

に
つ

い
て

転
用

の
兆

候
は

見
ら

れ
な

い
。

 
⇒

 
選

択
さ

れ
た

施
設

に
お

い
て

保
障

措
置

が
適

用
さ

れ
て

い
る

核
物

質
は

平
和

的
活

動
に

と
ど

ま
っ

て
い

る
か

、
又

は
協

定
に

規
定

さ
れ

る
と

お
り

に
保

障
措

置
か

ら
取

り
下

げ
ら

れ
て

い
る

。
 

IN
FC

IR
C／

66
型
保
障
措
置
協
定

 

３
 

・ 
保

障
措

置
が

適
用

さ
れ

て
い

る
核

物
質

が
転

用
さ

れ
て

い
る

、
若

し
く
は

施
設

又
は

他
の

ア
イ

テ
ム

が
不

正
利

用
さ

れ
て

い
る

兆
候

は
見

ら
れ

な
い

。
 

⇒
 

保
障

措
置

の
適

用
さ

れ
て

い
る

核
物

質
、

施
設

及
び

他
の

ア
イ

テ
ム

は
平

和
的

活
動

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

。
 

 
注

１
 北

朝
鮮

を
含

ま
な

い
。

 
注

２
 
こ

の
他

に
台

湾
。

 
注

３
 
シ

リ
ア

に
つ

い
て

は
、

特
別

の
言

及
あ

り
。
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